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　障害者自立支援法違憲訴訟団　和歌山原告
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【該当箇所】
第２部　各論　第１９条　１２４項、１３０項及び１３１項
【意見内容】

　（１）障害者総合支援法のもとでは、重度訪問介護、行動援護及び重度障害者等包括支援などによっても、１日２４時間の公的介護体制等、重度障害者が地域で暮らすために必要な介護保障がなされているとはいえないこと、（２）障害支援区分や国庫負担基準を過度に重視した支給決定がなされている結果として、個別ニーズを積み上げて支給量を決める仕組みが実現していないこと、（３）基本合意及び骨格提言を踏まえ、上記介護保障の実現に全力を尽くすことが政府の最重要課題であることを明記すべきである。

【理由】

１　基本合意文書について

基本合意文書では、「障害福祉制度は憲法等に基づく障害者の基本的人権の行使を支援すること」が確認され、その上で、訴訟団より「どんなに重い障害を持っていても障害者が安心して暮らせる支給量を保障し、個々の支援の必要性に即した決定がなされるように、支給決定の過程に障害者が参画する協議の場を設置するなど、その意向が十分に反映される制度とすること」との指摘がされ、国は障害者自立支援法に代わる新法の制定に当たってこのような指摘を踏まえ、しっかり検討することとされた。

２　骨格提言について

骨格提言では、

・　「障害ゆえに命の危険にさらされない権利を有し、そのための支援を受ける権利が保障される旨の規定」

・　「障害者は、必要とする支援を受けながら、意思（自己）決定を行う権利が保障される旨の規定」、

・　「以上の支援を受ける権利は、障害者の個別の事情に最も相応しい内容でなければならない旨の規定」

が設けられるべきであるとされ、また、支給決定の在り方に関しては、以下のようにされている。

【表題】支給決定の在り方

【結論】

○　新たな支給決定にあたっての基本的な在り方は、以下のとおりとする。

１. 支援を必要とする障害者本人(及び家族)の意向やその人が望む暮らし方を最大限尊重することを基本とすること。

２. 他の者との平等を基礎として、当該個人の個別事情に即した必要十分な支給量が保障されること。

３　障害支援区分の問題性

ところが、現行の障害支援区分は、
（１）　区分認定の数値によって、特定の施策が利用できなくなる点（例えば、重度訪問介護の対象者は区分４以上の身体障害者、行動障害１０点以上の知的障害者及び精神障害者に限定される）、
（２）　機能障害を重視するがゆえに、知的障害者、精神障害者、難病をもつ人の介護ニーズが区分乃至支給量に反映されにくい点、

（３）　国庫負担基準や支給決定基準によって区分が支給量と連動する結果、区分によって支給量が抑制される点、

において障害程度区分と本質的に変わらない。

このような障害支援区分は抜本的に見直し、骨格提言を踏まえ、個別ニーズを積み上げて支給決定する仕組みを法律上確立することが喫緊の課題である。
また、一定の区分が認められない限り特定の施策の対象者とならない仕組み（重度訪問介護の対象者要件など）や、難病をもつ人も特定の診断名がつかない限り障害福祉サービスの利用ができない仕組みも改められるべきであり、障害福祉サービスの利用を希望する障害者（難病をもつ人を含む）は全てニーズアセスメントを受けられるようにすべきである。
４　個別ニーズ積み上げによる支給決定を実現すべきこと

国は国庫負担基準が支給量の上限を画するものではないと都道府県及び市町村に通知しているが、市町村が国庫負担基準を超過して支給決定をした場合に、超過分が市町村負担となる場合があることから、多くの市町村で国庫負担基準が事実上、支給量の上限となっている現状がある。骨格提言を踏まえ、国庫負担基準を撤廃し、個別ニーズの積み上げによる支給決定の仕組みを実現することが大きな課題であり、そのことを政府報告にも明記すべきである。
政府報告案の１３１項では、医療的ケアを必要とする重度障害者等について、２４時間の医療的ケア保障、介護保障が必要であるとの記載があるが、２４時間介護を必要とする障害のある人は必ずしも医療的ケアを要する人に限られない。医療的ケアの要否だけに焦点を当てるのは不適切である。医療的ケアの要否に関わらず、個別ニーズを積み上げた結果２４時間介護が必要となる者には、公的に２４時間介護が保障されるような仕組みを構築しなければならない。
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